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【将来の見通しに関して】

当資料は、現状をご理解いただくために当社が作成したものです。当資料に含まれる情報は当社内の知見及び当

社が入手可能な公開情報等から引用したものであり、これらの正確性について当社は保証しません。また、当社

の実際の業績は今後の様々な要因によって異なる可能性があります。

【当資料における売上高の表記に関して】

2022年６月期決算より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号）が適用されており、広告事業セ

グメントの売上高を総額表示から純額表示に変更しております。

当資料における広告事業売上高は、前期までの数値比較のため、一部スライドにおいて変更前の総額表示を記載

いたしております。
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2022年６月期第２四半期 決算概要
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エグゼクティブサマリー

＜全社＞
⚫ 売上高は広告事業の寄与で前期比4.7%の増収、営業利益、

経常利益はともに大幅増益、純利益は47.0％増の達成。

＜業績予想の進捗状況＞
⚫ 通期業績予想に対する進捗は、売上高44.8%、営業利益

61.6%と順調に推移。
⚫ 下期も成長に向けた積極的投資を可能とする土台を確保。

＜メディア事業＞
⚫ 広告出稿の計画的抑制を実行し、営業利益は24.0%の大幅増益。

サービス改善を優先し一時的に停止していた出稿やプロモー
ションを年末より本格再開。引き続き、継続的な集客強化で再
成長フェーズを目指す。

＜広告事業＞
⚫ 主力であるアフィリエイト広告の金融案件が伸長し、売上高は

全社の増収に大きく寄与、運用型広告も２Qに入り新規受注が
好調に積み上がる。ビッグデータの細分析によるマーケティン
グDXにより新たな成長を目指す。

E x e c u t i v e  S u m m a r y

<その他>
⚫ リスクマネジメント委員会を新設し、全社におけるリスクマネジメント体制の強化を実施。
⚫ 東証新市場区分「スタンダード市場」へ移行（2022年４月～）。

（44.8％） （61.6％）

売上高 営業利益

5,785百万円 500百万円

2022年６月期

業績予想
（2021年８月公表）

（進捗率）

売上高 営業利益

2,592百万円 308百万円

対前年同期比

2022年６月期.2Q

全 社

売上高 営業利益

1,960百万円 351百万円

売上高 営業利益

636百万円 306百万円

+24.5%

対前年同期比

対前年同期比

メディア事業

広告事業

-16.7% ＋24.0%

+13.1% ※ ＋4.3%

+4.7%※

※「収益認識に関する会計基準」適用前の数値に直して比較計算しております。
また、実績には調整額（内部売上高・全社費用）も含まれております。
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前年同期比決算ハイライト

F i n a n c i a l  R e s u l t s

※収益認識に関する会計基準(企業会計基準第29号)を適用しなかった場合の数値を記載しております。

2021年６月期

第２四半期実績

2022年６月期

第２四半期実績 （従来基準※：参考）

増減率
（従来基準での増減）

売上高 6,671 2,592 6,984 +4.7%

売上総利益 2,217 1,957 1,957
-11.7%

粗利益率 33.2％ 75.5％ 28.0％

営業利益 247 308 308
+24.5%

営業利益率 3.7％ 11.9％ 4.4％

経常利益 255 315 315 +23.3%

四半期純利益 172 253 253 +47.0%

（百万円）

売上高は前期比で4.7%の増収、営業利益24.5％、経常利益23.3％と大幅増益。

純利益においては47.0％の増益を達成。
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通期業績予想と進捗2022年6月期

（百万円）

2022年6月期

通期業績予想

2022年6月期

第２四半期実績
進捗率

売上高 5,785 2,592 44.8%

営業利益 500 308 61.6%

経常利益 500 315 63.1%

当期(四半期)純利益 375 253 67.6%

通期業績予想に対する各段階利益の進捗率は60%を超え、順調に推移。

広告事業のデータサイエンスに基づく顧客満足度向上と「Omiai」事業の

システムセキュリティ強化など、成長に向けた投資を下期も推進。

E a r n i n g s  F o r e c a s t
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メディア事業

2021年６月期

第２四半期実績

2022年６月期

第２四半期実績
増減率

売上高 2,353 1,960 -16.7%

営業利益 283 351 +24.0%

営業利益率 12.0％ 17.9％

（百万円）

※実績には調整額（内部売上高・全社費用）も含まれております。

「Omiai」の信頼回復と将来の成長に向けて、今期はセキュリティ強化と不正会員対策などの
サービス改善にリソースを集中。
利用規約の変更、Webブラウザ版サービスの廃止、各種セキュリティ強化や不正会員抑制に向
けた変更をほぼ終え、12月以降に集客プロモーションを再開。
売上減少も、広告出稿の計画的抑制で大幅増益。
今後は、ユーザー体験の向上や売上向上に努めるとともに、利益向上の体質改善を進める。

M e d i a  B u s i n e s s

第２四半期実績（７月～12月）
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業績推移メディア事業

740 766 792 
835 
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売上高

営業利益

（百万円）

※グラフの値は、部門における「調整額」の金額を含めた数字を表示しております。

※FY2018は連結として決算発表しておりましたが、FY2019より非連結決算に移行したため、単体の業績数値を記載しております。

FY2022FY2018

セキュリティ強化とサービスの健全化に向けた積極的投資*を順調に進める

「Omiai」ブランドの信頼回復と運営体制強化を目指す。

M e d i a  B u s i n e s s

*Webブラウザ版「Omiai」の廃止、メールアドレス認証の導入、厳格な本人確認システム「Liquid eKYC」の導入（今後導入予定）、

利用規約・プライバシーステートメントの改定などを実施

FY2019 FY2020 FY2021
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FY2021 FY2022

（千人）

113
119 120

98

「Omiai」の新規会員獲得に向けた広告出稿を12月以降戦略的に集中投下。

昨年12月末にTwitterのオリジナル動画番組とのコラボ企画による誘客キャンペーン

の実施などにより、１月の新規会員数は回復傾向へ。

本年３月には、累計会員数800万人の大台を達成予定。

M e d i a  B u s i n e s s

新規会員数（月別）

108
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メディア事業

有料会員数

53,407 

76,801 76,685 
86,417 

77,042 
67,865 
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月額サービスをご利用いただいている会員数（月額サービスの利用がなく、ポイント・プレミアムパックのみ購入されている会員は除く）

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022

「Omiai」の信頼回復と将来の成長に向けて、今期はセキュリティ強化と不正会員対策などの

サービス改善にリソースを集中したため、有料会員数は１Qに比べ11.9%減少。

年末年始に集客プロモーションを再開、さらに最大6,000円の会員プラン料金大型割引キャン

ペーンを実施し、20代ユーザーの誘引を図る。

今後は、データマーケティングを強化し、利益向上に向けた価格体系の見直しを来期に向け検討。

（人）

M e d i a  B u s i n e s s

有料会員数（進捗）
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広告事業

（百万円）

※実績には調整額（内部売上高・全社費用）も含まれております。

2021年６月期

第２四半期実績

2022年６月期

第２四半期実績 （従来基準※：参考）

増減率
（従来基準での増減）

売上高 4,572 636 5,170 +13.1%

営業利益 294 306 306

+4.3%

営業利益率 6.4％ 48.2% 5.9%

※収益認識に関する会計基準(企業会計基準第29号)適用前の数値を記載しております。

アフィリエイト広告においては、FXや暗号資産などの金融事業を取り扱う企業案件が伸長し、

売上高（※従来基準）が13.1%増と、全社増収に大きく寄与。

ビッグデータの細分析による新規マーケティング施策の導入により新たな成長を目指す。

第２四半期実績（７月～12月）

Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s
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業績推移広告事業 (総額表示)
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（百万円）

※グラフの値は、部門における「調整額」の金額を含めた数字を表示しております。

※FY2018は連結として決算発表しておりましたが、FY2019より非連結決算に移行したため、単体の業績数値を記載しております。

FY2018

※当事業年度より、新収益認識基準の適用により売上高は純額表示にて計上しておりますが、過去実績と比較しやすいよう本グラフについては総額表示で記載しております。

アフィリエイト広告においてはFXや暗号資産などの企業案件、

運用型広告においてはコロナ禍におけるステイホーム案件が伸長し、増収増益へ。

下期も新規受注の積み上げに注力。

Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022
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今期の取り組み

➢ アフィリエイト広告：FXや暗号資産などの金融事業を取り扱う企業案件を中心とした新規受注の積み上げ。

➢ 運用型広告：広告制作における動画を活用したクリエイティブ強化などで受注拡大を目指す。

➢ ビッグデータの細分析による新規マーケティング施策の導入など、事業領域の拡大に向けた基盤を整備。

メディア事業

広告事業

➢ サービス改善：「Omiai」の信頼回復と将来の成長に向けたセキュリティ強化と不正会員対策
⇒利用規約変更、ブラウザ版サービス廃止、個人情報保護法改正への対応、

Liquid eKYCを今後導入予定、会員情報保管期間変更を予定
⇒不正会員対策を実施、ユーザー体験の向上や安心安全の強化

➢ 集客プロモーションを再開
⇒「Omiai」年末年始割引キャンペーンや、Twitterのオリジナル動画番組とのスペシャルコラボ企画。

➢ 顧客満足度向上に向けた研究
⇒ユーザーのビッグデータにもとづき、今後のあるべきサービス体系を検討

➢ 売上・利益向上に向けた研究
⇒大規模市場調査、ビッグデータ分析による「Omiai」の課題と今後の方向性の検討（ブランド、価格、プロダクト）
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2022年６月期 業績推移と業績予想

FY2022は、前期比で売上高107.7％（※従来基準）、営業利益85.6％の通期業績予想。
全社的に事業運営体制の見直しと、利益重視の構造改革に積極的に取り組む。
今期を、FY2023以降の事業成長を目指す足がかりの年と位置付ける。

（単位：百万円）

4,690 

6,618 

8,523 8,823 
9,868 

11,209 

14,050 14,363 14,011 
15,085 

55 279 427 276 443 554 424 735 584 500 

FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022

売上高
営業利益

（実績）（実績） （実績）（実績）（実績）（実績） （実績）（実績）（実績） （業績予想）

※FY2017、FY2018は連結として決算発表しておりましたが、FY2019より非連結決算に移行したため、単体の業績数値を記載しております。

なお、FY2013～FY2016については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人により監査を受けた数値を掲載しております。
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今後の成長イメージ

今期の位置付け

広告事業

情報セキュリティ強化に取り組むことでブラ
ンドの信頼向上に努め、ユーザーファースト
なサービスとしての認知拡大と集客プロモー
ションをさらに活性化していく。

メディア事業

アフィリエイト広告や運用型広告の拡大によ
る堅実な事業成長と、来期以降の“マーケ
ティングDX”に向けた準備を推進していく。

情報セキュリティ
強化とDX

の基盤づくり

前期

ビッグデータ
の細分析による

新規マーケティング
施策の導入

新規受注
の積み上げ

集客プロモーション
の活性化

システム
セキュリティ

の強化

事業領域拡大

DX推進による
事業拡大

AIの積極的な導入

データマーケティング
強化による

顧客サービスの向上

新サービス
の開発 “マーケティングDX”

による新たな事業領域を開拓

BtoBtoCマーケティング
を主軸とする

新生ネットマーケティング

未来ビジョン

中長期成長ビジョン

今期の取り組み

広告事業

メディア
事業
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DXの今後の成長の考え方

マーケティングDXの実現により、新たな事業領域への拡大を目指す。

メディア事業

広告事業

現在

中長期

広告のみに特化せず、データ蓄積・分析を通じて、
顧客体験サイクルの向上に努め、LTV※を最大化

AIやビッグデータの解析による
サービスの最適化と顧客満足度の向上

様々な業種・分野・領域へ良質な
顧客体験モデルの構築を支援していく

B t o B t o Cマーケティング
を主軸とする

新生ネットマーケティング

※エル・ティー・ブイと読む。「Life Time Value」の略語。ある顧客から生涯に渡って得られる利益のことを示す。
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「リスクマネジメント委員会」の新設

代表取締役社長を委員長とする「リスクマ
ネジメント委員会」を新設し、情報セキュ
リティやコンプライアンスなど、全社にお
けるリスクマネジメント体制の強化を実施。

➢ 設置日：
2021年12月

➢ 構成メンバー：
常勤取締役（監査等委員を除く）
外部専門家
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東証新市場区分「スタンダード市場」へ移行

当社は、市場第一部へ上場しておりますが、
東証市場再編に伴い、「スタンダード市場」へ移行いたします。

今後は、より高い流動性とガバナンス水準を備えたプライム市場
への適合条件を満たすべく、中長期的な企業価値向上に取り組ん
でまいります。

※スタンダード市場
一定の時価総額を持ち、上場企業としての基本的なガバナンス水準を備えた企業が
上場する市場です。持続的な成長と中長期的な企業価値の向上が期待されます。

東証市場再編により「スタンダード市場」へ移行（2022年４月より）

プライム

スタンダード

グロース

※

JASDAQ
スタンダード市場

市場第二部

市場第一部

新市場区分

2017年３月

2018年５月

2019年４月

2022年４月
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用語解説

アフィリエイト広告

運用型広告

LTV

eKYC

DX

F a c e b o o k や T w i t t e r 、 I n s t a g r a m を はじめと した S N S に おいて展 開する広 告手法。

拡張 性の高い S N S ならで はの特 性を活か した効果 的な W E B マー ケティン グ手法として 注目され ている。

エ ル ・ テ ィー・ ブイと読 む。「 L i f e  T i m e  V a l u e 」 の略語 。

あ る 顧 客 から生 涯に渡っ て得ら れる利益 のことを 示す（顧 客生涯価 値）。

デ ジ タ ル トラン スフォー メーシ ョンと読 む。「 D i g i t a l  T r a n s f o r m a t i o n 」の 略語。

デ ジ タ ル 技術を 用いるこ とで生 活やビジ ネスを良 いものへ と変容さ せていく こと。

イ ー ・ ケ ー・ワ イ・シー と読む 。「 e l e c t r o n i c  K n o w  Y o u r  C u s t o m e r 」 の 略 語。

オ ン ラ イ ンでの 電子的な 本人確 認を行う ための仕 組みのこ と。

ユ ー ザ ー が広告 をクリッ クし、 広告主の サイトで 商品購入 や会員登 録などの 成果が発 生した際 、

そ の 成 果 に対し て報酬を お支払 いするイ ンターネ ット広告 手法。成 果報酬型 広告と同 義。
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2022年６月期 配当政策 配当予想

2020年6月期 2021年6月期※ 2022年6月期
（予想）

中間配当金 0円 0円 0円

期末配当金

（配当性向）

６円
(17.4%)

６円
(26.4%)

６円
(23.8%)

配当予想：１株当たり配当額

配当の基本方針

※ 2021年６月期の期末配当金は、2021年９月開催の定時株主総会に上程することとなります。

当社は、企業価値を最大化するための中長期的な取り組みや事業拡大に必要な

内部留保とのバランスを勘案し、業績に応じた株主還元を実施する方針です。

※

内部留保とのバランスを勘案し、年間配当金予想の変更はなし

02

参考資料 • 各事業の市場規模予測
• 各事業のビジネスモデル
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メディア事業

386 
510 

622 

768 

911 

1,077 

1,264 

1,463 

1,657 

2018年 2019年 2020年 2021年

予測

2022年

予測

2023年

予測

2024年

予測

2025年

予測

2026年

予測

出典 ：株式会社タップル／デジタルインファクト「国内オンライン恋活・婚活マッチングサービス市場規模予測2018-2026年」数値より図表当社作成。

恋活・婚活マッチング市場

（億円）
CAGR

＋17.8％
2022→2024

M e d i a  B u s i n e s s

恋活・婚活マッチング市場規模予測
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会員登録会員登録

役務提供

利用料の支払

役務提供

決済代行会社

恋 愛

マ ッ チ ン グ ア プ リ
女

性

ユ

ー

ザ

ー

男

性

ユ

ー

ザ

ー

マッチング

料金プラン

（一例）
（男性会員限定）

月額プラン
（1カ月）

4,800円

（税込）
その他複数月

プランあり

プレミアム

パック

4,800円

（税込）

恋愛マッチングアプリ「Omiai」

メディア事業

M e d i a  B u s i n e s s

ビジネスモデル
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2,582 
2,870 

3,098 3,258 
3,669 

4,091 
4,501 

4,951 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

見込

2021年度

予測

2022年度

予測

2023年度

予測

2024年度

予測

（億円）

出典 ：矢野経済研究所『アフィリエイト市場の動向と展望（2021年）』2021年１月29日発表 数値より図表当社作成。

注 ： 2020年度は見込値、2021年度以降は予測値。アフィリエイト広告の成果報酬額、手数料、諸費用等を合算し、市場規模を算出。

アフィリエイト広告市場

CAGR

＋10.0％
2022→2024

広告事業
Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s

アフィリエイト広告市場規模予測
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11,607 12,608 12,433 

15,195 

19,539 

23,352 

26,172 

2018年度 2019年度 2020年度

見込

2021年度

予測

2022年度

予測

2023年度

予測

2024年度

予測

（億円）

出典 ：ミック経済研究所『ネット広告&Webソリューション市場の現状と展望（2020年）』2020年９月18日発表 数値より図表当社作成。

注 ：2020年度は見込値、2021年度以降は予測値。

注 ：本数値は、広告代理店市場においての運用型広告の市場規模を記載しております。

運用型広告市場

CAGR

＋15.7％
2022→2024

広告事業
Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s

運用型広告市場規模予測
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送客
広告枠
の仕入

広告枠
の仕入

インターネット

ユーザー

メディアASP

閲覧

成果
報酬

成果
報酬

成果
報酬

成果報酬

広告枠の仕入

広告主・代理店

AF広告出稿目的

• 販促活動

• 顧客獲得

• 見込客獲得

戦略立案

1

運用支援

2

メディアASP※広告主・代理店
インターネット

ユーザー

※ASP：アフィリエイト広告の配信会社であるアフィリエイト・サービス・プロバイダーの略称

コンサルティング
×

Tech

広告分析独自ツール

広告計測独自ツール

ALLADiN

RIGEL

アフィリエイト広告コンサルティング

広告事業
Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s

ビジネスモデル
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送客

インターネット

ユーザー
メディア

閲覧

配信費用

広告主・代理店

運用型広告

広告出稿目的

• 販促活動

• 顧客獲得

• 見込客獲得

媒体広告主・代理店
インターネット

ユーザー

コンサルティング
×

Tech

Facebook

Instagram

Twitter

LINE

Google

Yahoo!

Smart News

etc配信費用

広告枠の仕入

運用型広告コンサルティング

広告事業
Ad v e r t i s i n g  B u s i n e s s

ビジネスモデル



当資料は、株式会社ネットマーケティング（以下、当社）の現状をご理解いただくために当社が作成したものです。当資料に含まれる情報

は当社内の知見及び当社が入手可能な公開情報等から引用したものであり、これらの正確性について当社は保証しません。また、当社の実

際の業績は今後の様々な要因によって異なる可能性があります。


